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１ 概要について 

平成４年に建築された町内家屋 1 棟について、未評価で課税漏れがあったことが判明し

ました。課税漏れ額は、合併前の旧大山町からの２８年間で約 136 万円となります。 

 

２ 原因について 

 令和２年７月１４日付で所有権移転登記のあった町内家屋について、当該家屋が課税台

帳上に存在せず、調査等の結果、平成４年に新築の所有権保存登記がされていたにも関わら

ず、合併前の旧大山町において家屋評価が行われず、今日まで課税漏れとなっておりました。 

 すでに、新しい所有者の方へは、直接出向いて当該家屋が未評価で課税漏れの状態にあり、

新たに固定資産税、不動産取得税及び住民税（家屋敷課税）が発生することをお伝えすると

ともに、お詫び申し上げました。 

 また、家屋調査にもご理解とご協力をいただき、先般実施したところです。 

 

３ 今後の対応について 

 令和３年度固定資産税納税通知書の発送の前に、改めて納税義務者の方へお詫び申しげ

るとともに、納税額等の説明を行い、納付のご理解をお願いする予定です。 

 

４ 再発防止策について 

 現地調査や建物建築に係る関連部署との連携により、新築家屋の評価漏れがないように

します。 

 

 

 


